
広川町公共工事の前金払取扱要領  

（趣旨）   

第１条   この要領は、広川町が発注する公共工事の適正かつ円滑な施

工を図るため、前金払及び既にした前金払に追加してする前金払（以

下「中間前金払」という。）の取扱いに関し、広川町財務規則（平成

19 年広川町規則第 10 号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。   

（定義）   

第２条   この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。   

（１） 公共工事  広川町の発注する土木建築に関する工事（土木建

築に関する工事の設計、土木建築に関する工事に関する調査及び

土木建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製

造を含む。）又は測量（土地の測量、地図の調製及び測量用写真の

撮影をいう。以下同じ。）をいう。   

（２）   建設工事  建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２条第１

項に規定する建設工事をいう。   

（３）   設計･調査等  土木建築に関する工事の設計、土木建築に関

する工事に関する調査及び土木建築に関する工事の用に供するこ

とを目的とする機械類の製造又は測量をいう。   

（４）  継続事業  継続費又は債務負担行為に基づく事業で、会計年

度が２か年以上にわたるものをいう。   

（５）  契約金額 単年度事業における契約金額をいう。  

（６） 出来高予定額 継続事業の各会計年度における出来高予定額

をいう。  

（７）  工期 単年度事業における工期をいう。  

（８） 実施期間 継続事業の各会計年度における工事実施期間をい

う。  



（９）  保証事業会社  公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭

和 27 年法律第 184 号。以下「保証事業法」という。）第２条第４

項に規定する保証事業会社をいう。   

（10）  保証契約  保証事業法第２条第５項に規定する保証契約をい

う。   

（11）  設計担当課  前金払の対象となる契約案件の設計を担当した

課をいう。   

（前金払の対象）   

第３条   前金払の対象となる公共工事は、１件当たりの契約金額又は

出来高予定額が 1,000 万円以上のものとする。   

（前金払の範囲及び割合）   

第４条   町長は、次の各号に掲げる公共工事の経費の区分に応じ、当

該各号に定める範囲内で前金払をすることができる。   

（１） 建設工事において、材料費、労務費、機械器具の賃借料、機

械購入費（当該工事において償却される割合に相当する額に限

る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険

料及び保証料に相当する額として必要な経費 契約金額又は出来

高予定額の 10 分の４以内   

（２） 土木建築に関する工事の設計、土木建築に関する工事に関す

る調査及び土木建築に関する工事の用に供することを目的とする

機械類の製造において、建設コンサルタント及び地質調査の材料

費、労務費、外注費、機械購入費（当該建設コンサルタント及び

地質調査において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、

支払運賃及び保証料に相当する額として必要な経費 契約金額又

は出来高予定額の 10 分の３以内  

（３） 測量において、当該測量の材料費、労務費、外注費、機械器

具の賃借料、機械購入費（当該測量において償却される割合に相

当する額に限る。）、動力費、交通通信費、支払運賃、修繕費及び



保証料に相当する額として必要な経費 契約金額又は出来高予定

額の 10 分の３以内  

（保証契約の締結）   

第５条   前金払の対象となる公共工事の受注者は、前払金を請求する

ときは、保証事業会社と当該公共工事の工期又は実施期間を保証期

間とする保証契約を締結しなければならない。   

２   継続事業については、前会計年度末における出来高額が、前会計

年度末までの出来高予定額に達するまで、前金払の保証期限を延長

しなければならない。   

（前金払の申請等）   

第６条   前金払を受けようとする者は、次に掲げる書類を町長に提出

して、会計年度ごとに前金払を申請しなければならない。   

（１）  前金払申請書（様式第１号の１、様式第１号の２）   

（２）  保証事業会社の前払金保証証書（原本）   

（３）  前払金請求書   

２  町長は、前項の規定による申請を受けたときは、当該申請書類の内

容を審査の上、当該申請した者に前払金を支払うものとする。   

３  継続事業については、前会計年度末における出来高額が、前会計年

度末までの出来高予定額に達するまで、当該会計年度の前払金を請

求することができない。   

（前払金の追加請求等）   

第７条   前条第２項の規定により前払金の支払を受けた者は、当該前

払金に係る契約に変更があったことに伴い、設計変更により当初の

契約金額又は出来高予定額に著しい増額が生じたときは、当該増額

後の契約金額又は出来高予定額について、第４条の規定により計算

した前払金の額から当該会計年度において既に支払を受けた前払金

の額を差し引いた額の前払金を追加して請求することができる。こ

の場合において、当該前払金の追加請求に係る申請等については前



２条の規定を準用する。   

２   前条第２項の規定により前払金の支払を受けた者は、当該前払金

に係る契約に変更があったことに伴い、設計変更により当初の契約

金額又は出来高予定額に著しい減額が生じた場合で、当該会計年度

において既に支払を受けた前払金の額が、建設工事にあっては変更

後の契約金額又は出来高予定額の 10 分の５、設計･調査等にあって

は変更後の契約金額又は出来高予定額の 10 分の４を超えるときは、

その超える額を当該前払金に係る契約に変更があった日から 30 日

以内に町長に返還しなければならない。   

（中間前金払の対象）   

第８条   中間前金払の対象は、第６条第２項の規定により前払金の支

払を受けた建設工事で、次に掲げる要件を全て備えるものとする。   

（１）   工期又は実施期間が２分の１を経過していること。   

（２）   工程表により工期又は実施期間の２分の１を経過するまで

に実施すべきものとされている当該建設工事に係る作業（継続事

業にあっては工程表により当該会計年度の前年度末までに実施す

べきものとされている作業を除く。以下同じ。）が行われているこ

と。   

（３）   既に行われた当該建設工事に係る作業に要する経費が契約

金額又は出来高予定額の２分の１以上の額に相当するもので

あること。   

（４）   規則第 136 条に規定する部分払により経費の支払を受けて

いないこと。   

（中間前金払の範囲及び割合）   

第９条   町長は、第４条第１号に規定する工事の経費について、契約

金額又は出来高予定額の 10 分の２に相当する額の範囲内で中間前

金払をすることができる。ただし、前払金及び中間前払金の合計額

は、当該契約金額又は出来高予定額の 10 分の６を超えることができ



ない。   

（中間前金払の認定請求等）   

第 10 条   中間前金払を受けようとする者は、次に掲げる書類を町長に

提出して、会計年度ごとに中間前金払に係る認定請求をしなければ

ならない。   

（１）  中間前金払認定請求書（様式第２号）   

（２）  工事履行報告書（様式第３号）   

２   町長は、前項の認定請求を受けた場合であって、設計担当課がそ

の内容を審査の上、当該認定請求に係る建設工事が第８条に掲げる

要件に該当すると認めたときは、中間前金払認定調書（様式第４号）

を当該認定請求した者に交付するものとする。   

（中間前金払の申請）   

第 11 条  前条第２項の規定により中間前金払認定調書の交付を受けた

者は、次に掲げる書類を会計年度ごとに町長に提出して、中間前金

払を申請することができる。   

（１）  中間前金払申請書（様式第５号）   

（２）  保証事業会社の中間前払金保証証書   

（３）  中間前払金請求書  

２   町長は、前項に掲げる書類の提出を受けたときは、当該申請書類

の内容を審査の上、当該申請した者に中間前払金を支払うものとす

る。   

（中間前払金の追加請求等）   

第 12 条   前条第２項の規定により中間前払金の支払を受けた者は、当

該中間前払金に係る契約に変更があったことに伴い、設計変更によ

り当初の契約金額又は出来高予定額に著しい増額が生じたときは、

当該増額後の契約金額又は出来高予定額について、第９条の規定に

より計算した中間前払金の額から当該会計年度において既に支払を

受けた中間前払金の額を差し引いた額の中間前払金を追加して請求



することができる。この場合において、当該中間前払金の追加請求

に係る申請等については第５条及び前条の規定を準用する。   

２   前条第２項の規定により中間前払金の支払を受けた者は、当該中

間前払金に係る契約に変更があったことに伴い、設計変更により当

初の契約金額又は出来高予定額に著しい減額が生じた場合で、当該

会計年度において既に支払を受けた前払金及び中間前払金の合計額

が、変更後の契約金額又は出来高予定額の 10 分の６を超えるときは、

その超える額を当該中間前払金に係る契約に変更があった日から

30 日以内に町長に返還しなければならない。   

（中間前払金の支払制限）   

第 13条   第 11条第２項の規定により中間前払金の支払を受けた者は、

当該工事等について規則第 136 条に規定する部分払により経費の

支払を請求することができない。ただし、継続事業の場合は、各会

計年度の支払限度額に係る当該会計年度末の出来高に対する部分

払を行うことができる。   

（前払金及び中間前払金の使途）   

第 14 条   前払金及び中間前払金の支払を受けた者は、前払金にあって

は第４条各号に掲げる公共工事、中間前払金あっては第９条に規定

する建設工事の経費以外に充当してはならない。   

（前払金及び中間前払金の返還）   

第 15 条   町長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、既に支払っ

た前払金又は中間前払金の全部又は一部を返還させることができ

る。   

（１）  当該公共工事の契約が解除されたとき。   

（２）  保証事業会社が保証契約を解除したとき。   

２   町長は、前払金又は中間前払金の支払を受けた者に対して、前項

の規定によりその返還を請求した場合において、返還期限までにこ

れを返還しないときは、当該支払いを受けた者に遅滞損害金を納付



させることができる。   

附 則   

この告示は、平成 29 年 10 月１日から施行する。  

様式略  


